
        

令 和 ６ 年 ４ 月 ２ ６ 日 

品川区役所本庁舎議会棟６階 

第 １ 委 員 会 室 

 

                               

第１回品川区教育振興基本計画策定委員会 次第 

 

 

１ 開 会 

 

２ 教育長挨拶            品川区教育委員会教育長 

                           伊 﨑 み ゆ き 

３ 委 員 紹 介 

 

４ 委員長・副委員長の選出 

 

５ 議 事 

 （１）審議の進め方・スケジュールについて 

 （２）国・都・区における現況について 

    ① 教育振興基本計画について 

    ② 国・都の動向 

    ③ 品川区における現況 

 （３）品川区教育振興基本計画における施策体系案について 

 

６ 連 絡 事 項 

   第２回策定委員会開催予定：令和６年６月１４日（金）９時３０分～ 

                品川区役所第二庁舎８階 教育委員室 

 

７ 閉 会 
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品川区教育振興基本計画策定委員会　委員名簿

役　職 選　出　区 分 職　名 氏 名

1 委員 学識経験者 筑波大学　教授 樋口　直宏

2 委員 学識経験者 明治学院大学　准教授 鞍馬　裕美

3 委員 関係団体に所属する者 品川区町会自治会連合会　会長 金子　正秀

4 委員 関係団体に所属する者 品川区青少年対策地区委員会連合会　会長 市川　信之助

5 委員 関係団体に所属する者 品川区青少年委員 松本　麻里奈

6 委員 子どもの保護者 品川区立小学校PTA連合会　会長 吉田　陽子

7 委員 子どもの保護者 品川区立中学校PTA連合会　会長 加藤　雅紀

8 委員 子どもの保護者 品川区立幼稚園PTA連合会　副会長 伊藤　やよい

9 委員 学校教育関係者 学校地域コーディネーター 外山　愛理

10 委員 学校教育関係者 品川区立旗台小学校　校区教育協働委員会　委員 江藤　大貴

11 委員 校長・園長 品川区立御殿山小学校　校長 宮崎　朋子

12 委員 校長・園長 品川区立冨士見台中学校　校長 石黒　晋

13 委員 校長・園長 品川区立伊藤学園　校長 野口　大和

14 委員 校長・園長 品川区立八潮わかば幼稚園　園長 丸山　智子

15 委員 校長・園長 品川区立台場保育園　園長 薄木　博之

事務局 行政職員（区長部局） 子ども未来部長 佐藤　憲宜

事務局 行政職員（教育委員会） 教育委員会事務局教育次長 　米田　博

事務局 行政職員（教育委員会） 教育委員会事務局庶務課長 舩木　秀樹

事務局 行政職員（教育委員会） 教育委員会事務局学校施設担当課長 荒木　孝太

事務局 行政職員（教育委員会） 教育委員会事務局学務課長 柏木　通

事務局 行政職員（教育委員会） 教育委員会事務局指導課長 中谷　愛

事務局 行政職員（教育委員会） 教育委員会事務局教育総合支援センター長 丸谷　大輔

事務局 行政職員（教育委員会） 教育委員会事務局特別支援教育担当課長 唐澤　好彦

事務局 行政職員（教育委員会） 教育委員会事務局品川図書館長 河内　崇

事務局 行政職員（教育委員会） 教育委員会事務局指導課統括指導主事 齊藤　隆光

事務局 行政職員（教育委員会）
教育委員会事務局
教育総合支援センター統括指導主事

升屋　友和
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品川区教育振興基本計画策定委員会設置要綱 

 

制定 令和６年１月１０日 教育長決定 要綱第１号 

 

 

（設置） 

第１条 教育基本法（平成１８年法律第１２０号）第１７条第２項の規定に基づき品川区

教育振興基本計画を策定するにあたり、必要な事項を検討するため、品川区教育振興基

本計画策定委員会（以下「策定委員会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 策定委員会は、次に掲げる事項について検討し、教育委員会に報告する。 

 （１）品川区教育振興基本計画の策定に関すること 

 （２）その他品川区教育委員会が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 策定委員会は、教育長が委嘱する以下に掲げる者をもって組織する。 

 （１）学識経験者 ２名 

 （２）関係団体に所属する者 ３名  

 （３）子どもの保護者 ３名  

 （４）学校教育関係者 ２名 

 （５）校長・園長 ５名 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、第２条の規定による報告のあった日までとする。 

（委員長および副委員長） 

第５条 策定委員会に委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、策定委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 策定委員会に副委員長１名を置き、委員長が指名する委員をもってこれに充てる。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 策定委員会は委員長が招集する。 

２ 策定委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

（意見の聴取） 

第７条 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を委員会に出席させ、意見

もしくは説明を聴き、または委員以外の者から資料の提出を求めることができる。 

（部会） 

第８条 委員会に、品川区教育振興基本計画の策定に係る専門的事項について調査・研究

させるため、部会を置くことができる。 

２ 部会員は、委員のほか委員長が別に指名する者とする。 

（庶務） 

第９条 策定委員会の庶務は、教育委員会事務局庶務課において処理する。 

（委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、策定委員会の運営に関し必要な事項は、委員長

が別に定める 

 

付 則 

 この要綱は、令和６年４月１日より適用する。 
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品川区教育振興基本計画策定委員会における 

会議の公開及び傍聴について 

 

品川区教育振興基本計画策定委員会（以下「策定委員会」という。）の会議の公開及び

傍聴に関し、次のとおり必要な事項を定めるものとする。 

 

１ 会議の公開について 

策定委員会の会議 （以下「会議」という。）は、原則として公開とする。ただし、 委

員長は、公平かつ中立な審議に支障を及ぼすおそれがあると認めるときは、会議に諮っ

て全部又は一部を非公開とすることができる。 

 

２ 委員名簿の公開について 

（１）委員名簿は公開するものとする。 

（２）委員名簿には、策定委員会における役職、選出区分、所属、氏名を記載するものと

する。 

 

３ 会議資料の公開について 

会議資料は、会議終了後、区ホームページで公開するものとする。 

 

４ 会議録の公開について 

（１）会議録は、原則として公開とする。ただし、 会議録に品川区情報公開条例第７条

の各号に規定する情報が含まれる場合は、当該箇所を非公開とすることができる。 

（２）会議録は、会議における議事の経過及び発言内容を記録し、事務局が作成後、区ホ

ームページにおいて公開するものとする。 

 

５ 傍聴について 

（１）会議を傍聴しようとする者（以下「傍聴人」という）は、傍聴券の交付を受けなけ

ればならない。 

（２）次の各号のいずれかに該当する者は、傍聴席に入ることができない。 

①棒、プラカード、旗、垂れ幕、凶器等他人に危害を加え、または迷惑を及ぼすおそ 

れのある物を携帯している者 

②はち巻、腕章、たすき、ヘルメツトの類を着用し、または携帯している者 

③ラジオ、拡声器、マイク、録音機、写真機の類を携帯している者。ただし委員長の 

許可を得た者を除く。 

④酒気を帯びていると認められる者 

⑤その他議事を妨害することを疑うに足りる顕著な事情が認められる者 

（３）傍聴人は、次に掲げる行為をしてはならない。 

  ①議場における言論に対して拍手その他の方法により公然と可否を表明すること。 

②談論し、放歌し、高笑し、その他騒ぎ立てること。 

③帽子、外とう、えり巻の類を着用すること。ただし、病気等により委員長の許可を 

得た場合は、この限りでない。 

④飲食または喫煙すること。 
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⑤みだりに席を離れること。 

⑥その他議場の秩序を乱し、または議事の妨害となるような行為をすること。 

（４）委員長は、必要と認めたときは、傍聴人の人数を制限することができる。 

（５）傍聴人は、傍聴席において撮影または録音等を行おうとするときは、あらかじめ委

員長の許可を得なければならない。 

（６）委員長は、前項各号の事項を行う者があるときは、これを静止し、これに従わない

ときは、退場を命じることができる。 

（７）傍聴人は、傍聴禁止を宣告したときまたは前条により退場を命じたときは、速やか

に退場しなければならない。 



品川区教育振興基本計画策定委員会における審議スケジュール（案） 

 

日 程 会議概要・審議内容 

令和 6年 4 月 

第 1 回策定委員会 

日  時：4月 26 日（金） 9 時 30 分～ 

場  所：区役所本庁舎議会棟６階 第一委員会室 

内  容：・委員紹介 

・委員長・副委員長の選出 

・審議の進め方・スケジュールについて 

・国・都・区における現況について 

・施策体系案の提示 

令和 6年 6 月 

第 2 回策定委員会 

日  時：6月 14 日（金） 9 時 30 分～ 

場  所：区役所第二庁舎８階 教育委員室 

内容(案)：・骨子案の提示 

     ・子どもの意見照会(ワークショップ)実施案の提示 

令和 6年 8 月 

第 3 回策定委員会 

日  時：未定 

場  所：未定 

内容(案)：・骨子への意見を踏まえた素案の提示 

     ・子どもの意見照会(ワークショップ)実施案の提示 

令和 6年 9 月 

  

令和 6年 10 月 

◆子どもの意見聴取（ワークショップ） 

◆パブリックコメント 

令和 6年 11 月 

第 4 回策定委員会 

日時：未定 

場所：未定 

内容：・パブリックコメント等を踏まえた素案修正案の提示 

・子どもの意見聴取の結果について意見交換 

・パブリックコメントの結果について意見交換 

令和 7年 1 月 

第 5 回策定委員会 

日時：未定 

場所：未定 

内容：・委員意見を踏まえた素案修正案を提示 

・素案の決定 
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教育振興基本計画の策定に係る国・都・区の現況について 

 

１ 教育振興基本計画 

（１）概要 

・教育基本法平成 18 年改正における新設規定。 

  ・教育基本法に示された理念の実現と、教育振施策の総合的・計画的な推進を図る

ため、同法第17条第 2項に基づく努力義務として地方公共団体が策定する計画。 

  ・同法第 17 条第 1項は国に教育振興基本計画策定を義務付けるとともに、地方公

共団体は努力義務としてこれを参酌し、地域における実情に応じた教育振興基

本計画を策定することとされている。 

 

（２）根拠法令 

   教育基本法第 17 条第 2項（平成 18 年法律第 120 号） 

教育基本 抜粋 

第十七条 政府は、教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、教育の振

興に関する施策についての基本的な方針及び講ずべき施策その他必要な事項について、基本

的な計画を定め、これを国会に報告するとともに、公表しなければならない。 

２ 地方公共団体は、前項の計画を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団体におけ

る教育の振興のための施策に関する基本的な計画を定めるよう努めなければならない。 

 

２ 国・都の動向 

 内閣府【教育振興基本計画】 東京都【東京都教育ビジョン】 

策定年度 令和 5 年度策定（第 4 期） 令和 6 年度策定（第 5 次） 

計画期間 令和 5 年度から令和 9 年度まで 令和 6 年度から令和 10 年度まで 

ページ数 全 78 ページ 全 84 ページ（うち資料 10 ページ） 

内  容 学校教育のほか各領域を包括 学校教育に関する内容のみ 

備   考 

第 1 期：平成 20 年度～平成 24 年度 

第 2 期：平成 25 年度～平成 29 年度 

第 3 期：平成 30 年度～令和 4 年度 

第 1 次：平成 16 年策定 

第 2 次：平成 20 年度～平成 24 年度 

第 3 次：平成 25 年度～平成 29 年度 

第 3 次改訂：平成 28 年度～平成 30 年度 

第 4 次：平成 31 年度～令和 5 年度 

※第 2 次から教育振興基本計画に位置づけ 

 

３ 特別区の動向 

（１）策定状況 

  ・策定済 20 区（教育大綱を教育振興基本計画に位置づける場合等含む） 

・未策定   3 区（品川区・文京区・江戸川区） 
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４ 品川区の動向 

（１）品川区教育大綱 

  ・法に基づき自治体の長が策定する教育・学術・文化振興に係る総合的な施策大綱 

  ・区長部局と教育委員会が相互に連携・協力し、効果的に施策推進を図ることを目

的として策定 

 

（２）教育目標・基本方針 

  ・品川区教育委員会が施策を通じて目指す社会像と、その実現のための目標・方針 

 

（３）「品川教育ルネサンス -For The Next Generation-」 

・従前の教育改革「プラン 21」で培った成果を生かしながら、次代を担う子ども 

たちの育成に向けて新たな品川教育を推進する取り組み 

 

５ 品川区教育振興基本計画の策定 

（１）品川区教育振興基本計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）策定年月日および計画期間 

  ・令和 7年 3月 決定 

  ・令和 7年度から令和 11 年度までの 5年間を計画期間とする。 

 

（３）計画の対象範囲 

  ・学校教育、幼児教育、家庭教育および文化財・図書館に関すること 

  

（４）策定方法 

  ①策定委員会を設置し区民・地域とともに検討する。 

  ②パブリックコメントを実施し区民の声を取り入れる。 

  ③子どもへの意見聴取を実施し子どもの声を取り入れる。 

  【手法】区立学校に通う児童・生徒を対象としたワークショップの開催 

品川区教育大綱 

品川区 
教育委員会 

教育目標・基本方針 

【国】教育振興基本計画 
国・都 

【都】教育振興基本計画（東京都教育ビジョン） 

＜教育振興基本計画 位置づけ＞ 

教育振興基本計画 

 
< 参 酌 > 

品川区 品川区長期基本計画 

品川区基本構想 

 <相互連携> 
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品川区教育委員会の教育目標および基本方針 

 

令和 5 年 11 月 14 日 教育委員会決定 

 

教 育 目 標 

 

＜目的＞ 

品川区教育委員会は、誰一人取り残されず、全ての人の可能性を引き出す共生社会の実現に向け、

子どもたちが持続可能な社会の担い手として、心身ともに健康で知性と感性に富み、人間性豊かに成長

し、希望に満ちた未来を自ら切り拓いていけるよう、以下の教育目標を定める。 

 

＜目標＞ 

○豊かな心を育み、人権を尊重するための教育の推進 

○確かな学力の育成 

○グローバル社会における人材の育成 

○学校・家庭・地域の連携・協働による教育力の向上 

○生涯学び、活躍できる環境の整備 
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基 本 方 針 

 

品川区教育委員会は、品川区長期基本計画および『教育目標』を踏まえ、総合的に教育施策を実施す

る。 

 

１ 豊かな心を育み、人権を尊重するための教育の推進 

日本国憲法および教育基本法の精神とともに、人権尊重都市品川宣言の考え方を基本に、教育活

動全体を通じてあらゆる偏見や差別をなくし、子どもたち一人ひとりが、かけがえのない人間として尊重さ

れるよう、人権教育を推進する。 

 

(1) 人権尊重の理念を広く定着させ、同和問題をはじめ、子ども、女性、高齢者、障害のある人、外国人、

性自認などの人権に関するあらゆる偏見や差別をなくし、人権課題の正しい理解と認識を深められるよう

学習機会の充実に努め、差別意識の解消を図る。 

 

(2) 子どもたちが、他国の文化や人種・民族および宗教の違いを正しく理解・尊重し、国際協力、人道問

題・平和問題などに信念をもって対応できる能力を身に付けられるよう、工夫した教育活動を展開する。 

 

(3) いじめ根絶宣言の考え方を基本に、いじめの未然防止・早期発見・早期解決を図るとともに、非行や

不登校など様々な問題に迅速・的確に対応する。また、学級等における良好な人間関係を形成するた

め、教職員と児童・生徒との信頼関係に基づく一人ひとりの人権感覚の向上に努める。 

 

(4) 体罰根絶宣言の考え方を基本に、子どもに対する体罰が、いかなる理由があろうと決して許されない

人権侵害行為であるという認識の下、子どもの尊厳を重んじ、人間尊重の精神に基づいた教育を推進

する。 

 

(5) 全ての教育活動を通じて、子どもたちが豊かな人間性を育むことができるよう、自ら考え、学び、自他

の命の大切さを尊重し、「生きる力」とともに「生き抜く力」を養うことのできる教育環境の整備に努める。 

 

２ 確かな学力の育成 

子どもたちが、自主・自律の志をもち、自信に満ちた人生を創造できるよう、一貫教育を推進し、基礎

的・基本的な知識・技能の習得および思考力・判断力・表現力等の育成、学びに向かう力、人間性等を

育むとともに、個性を生かし多様な人々との協働を促す教育の充実を図る。また、義務教育と就学前教

育との接続を滑らかにし、成長・発達に応じた基本的な生活習慣の定着を図る。 

 

 



 

 

 

(1) 各学校は、義務教育 9 年間を見通した教育目標を定め、9 年間で目指すべき児童・生徒像の達成に

向け、一貫教育を推進する。 

 

(2) 多様で変化の激しい社会に対応できるよう、学習内容・指導方法等を工夫・改善し、子どもたちの基礎

的・基本的な知識および技能の定着、向上を図るとともに、問題解決的な学びを重視し、次代を担う人

材が身に付けるべき資質と能力の伸長を図る教育を推進する。 

 

(3) 市民科の実施により、子どもたちが自らの在り方や生き方を探求するとともに、学んだ知識や技術を社

会の一員として活かすことのできる資質と能力および意欲を育てる教育活動の充実を図る。 

 

(4) Society 5.0 時代に生きる子どもたちの未来を見据え、タブレットなどの ICT 環境を活用し、将来の情

報社会に対応した情報活用能力を育成するとともに、情報モラルの醸成とネット犯罪・ネット依存症等の

予防の意識定着を図る。 

 

(5) 教育的配慮の必要な子どもたちが、その能力・特性等を最大限に伸ばし成長・発達していけるよう、

個々の教育的ニーズに応じた指導・支援体制を構築するなど、9 年間を見通した特別支援教育を推進

する。 

 

(6) 保育園、幼稚園、小学校・義務教育学校（前期課程）の連携・交流を行い就学前の教育と義務教育と

の滑らかな接続を図るとともに、家庭との連携による成長・発達段階に応じた基本的な生活習慣の定着

を図る。 

 

３ グローバル社会における人材の育成 

  子どもたちの体力や運動能力の向上を図るため、学校における体育、スポーツ活動の充実とともに、運

動習慣の定着に向けた取り組みを強化する。また、国際社会に対応した人材を育成するため、日本の

伝統・文化理解を基盤とする国際理解教育を一層推進するとともに、区立学校における英語教育をさら

に充実させ、子どもたちのコミュニケーション能力等の向上を目指す。 

 

(1) 子どもたちが、心身ともに健康で、明るく活力ある生活を送るため、学校の教育活動全体を通して、体

育の授業や運動会等の充実など、安全で効果的な運動・スポーツ活動を推進し、日常的な運動習慣の

形成に努める。 

 

(2) 子どもたちが自分の体力や運動能力を客観的に把握し、体を動かす喜びや楽しさを体得できるよう、

外部人材も活用して体力の向上と健康の増進に努める。 

 



 

 

 

(3) 実践的なコミュニケーション能力を培い、グローバル化に対応できる人材を育成するため、小学校・義

務教育学校（前期課程）からの英語教育を充実・発展させるとともに、楽しみながら確実に語学力が身に

付く 9 年間の英語教育を推進する。 

 

(4) 品川区の文化、歴史などの学習や、地域学習、語学研修派遣などを通して、平和を愛し、自国、諸外

国の文化を尊重する態度を育成する国際理解教育を推進する。 

 

４ 学校・家庭・地域の連携・協働による教育力の向上 

  子どもたちは、家庭や地域の中で成長することを踏まえ、学校・家庭・地域が、教育の担い手として役割

と責任を果たし、子どもたちの発達段階に合わせて相互補完しながら、それぞれの立場で連携を強化し

支援する。 

 

(1) 教育基本法の趣旨に基づき、第一義的責任を有する保護者が、生活のための必要な習慣を子どもた

ちに身に付けさせ、自立心を育成し、心身の調和のとれた発達を図ることができるよう家庭教育を支援す

る。 

 

(2) 品川コミュニティ・スクールとして、保護者、地域住民の参画を得て、地域に開かれ、地域とともにある

学校づくりを推進し、特色のある教育活動を展開することのできる学校運営の体制と組織を構築する。 

 

(3) 「まもるっち」「83 運動」「子ども 110 番の家」「いじめ根絶協議会」などの様々な取り組みにおいて、学

校・家庭・地域が相互に連携・協力して責任と役割を担い、犯罪・災害時等から子どもたちの安全を確保

する活動を区内全域に展開する。 

 

(4) ICT 化の進展に対応し、有害環境から子どもたちを守るため、保護者をはじめとする関係者への啓発

活動を通して、学校・家庭・地域における情報モラル教育を推進する。 

 

５ 生涯学び、活躍できる環境の整備 

  子どもたちはもとより、区民が、自己実現を図ることのできる機会を提供するため、伝統・文化の理解、継

承、発展とともに、文化財の保護・活用を推進する。また、生涯を通じて読書に親しめるよう図書館環境

の充実を図る。 

 

(1) 子どもたちや区民に伝統と文化を尊重する精神を育むとともに、新しい文化の創造に資するために、

伝統・文化遺産の継承と文化財の保護・活用に努める。 

 

 



 

 

 

(2) 図書館資料の充実、施設環境の整備、また、新たな情報媒体である電子書籍等への対応などにより、

地域の情報拠点としての図書館づくりを推進する。 

 

(3) 「品川区子ども読書活動推進計画」に基づき、「本等を活用して、自ら主体的に思考し、行動する人に

育つ」ことを目指し、家庭・地域・学校・図書館における連携を通して、乳幼児期から大学生世代までの

読書と情報環境を活かした学びを支援する。 

 

(4) 学校図書館の機能充実と利用促進を図るため、区立図書館は環境整備に努め、各学校の主体的な

学校図書館の運営を支援する。 

 

 

この目標は、令和６年４月１日から適用する。 
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品川区教育振興基本計画　施策体系（案）

施策推進における12の方向性

ビジョンを実現するための基本的な方針

1人ひとりの資質・

能力を育成する教育
誰1人取り残さない

きめ細やかな教育
学びを支える

教育体制の確保

方向性No. 方向性No. 方向性No.

１ ２ ３

４ ５

７ ８ 1110 12９

円滑な施策推進のための基盤整備

個人・社会のウェルビーイングを実現するための

子どもの資質・能力の育成

－ 目指すべきビジョン －

６

No. 　施策推進における12の方向性

1 幅広い知識・専門的能力の育成

2 確かな学力の育成

3 豊かな心・健やかな身体の育成

4 主体的に社会の形成に参画する態度の育成・規範意識の醸成

5 グローバル・イノベーションを担う人材育成、職業実践力の育成

6 学校・家庭・地域の連携・協働による教育

7 ダイバーシティ＆インクルージョンに根差した教育

8 社会・経済状況によらない教育の実現

9 充実した生涯学習・社会教育の機会の確保

10 教職員のサポート・指導体制の確保

11 教育DXに向けたICT環境の整備

12 安心・安全な教育環境の整備

基 円滑な施策推進のための基盤整備
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